
 

 

 

東京都片瀬学園 

 

Ⅰ 入所児童の状況 

令和６年３月１日現在、３３人（一時保護委託児童１人含む。）の児童が入所して

おり、内訳は幼児２人、小学生１３人、中学生９人、高校生等９人、そのうち特別支

援学級２人（中学生２人）となっている。 

１ 入退所（令和５年４月～令和６年３月） 

  新規入所児童は幼児１人、小学生５人、中学生２人、高校生１人、退所児童は中

学生１人、高校生４人、退所理由の内訳は、家庭復帰１人、進学自立２人、就職自

立２人となっている。  

２ 入所理由（令和６年３月１日現在） 

入所理由は、主たる理由で被虐待が２４人であり、全体の約７２．７％を占めて

いる。児童福祉法第２８条等による「入所秘匿」などの児童は３割程である。 

３ 専門的な支援が必要な児童（令和６年３月１日現在） 

常時服薬管理を必要とするなど医療的支援を要する児童２１人、発達障害の特性

を有する児童７人、特別支援学級に通う児童や障害手帳を有するなど特別な支援を

必要とする児童が４人となっている。（児童個々での重複あり） 

 

Ⅱ 事業展開の総括 

「子ども本位の支援」の組織方針の下、児童一人ひとりの意思や個性を踏まえ、安

全で安心な生活を送る中、児童が年齢や発達に応じた自律の心、将来に向けて自立し

た生活を営む力を獲得していく支援を目指し、関係支援機関と密接に連携し取組を進

めた。 

経験の浅い若手職員が増える中、より良い支援につなげるため、集団内の対人関係

性に留意した児童状況の把握に努め、児童精神科医のスーパーバイズ（ＳＶ）を受け

る機会を設けている。更に外部専門家（心理）によるＳＶを受ける機会を年１１回設

け、事例検討会を中心に支援力の向上を図った。 

また、地域社会の一員として施設の役割を果たしつつ、入所児童により良い生活環

境を提供できるよう、学校やボランティア、民生・児童委員ほか地域の方々との緊密

な連携・協力に努めた。 

 

Ⅲ 事業実績 

１ 利用者・児童の権利擁護及び最善のサービスの提供 

（１）アクションⅠ－① 権利擁護（虐待防止等）の徹底  

「権利擁護委員会」において、不適切な支援の防止に向け、チェックリストに

よる自己点検やマルトリートメント（不適切な養育）防止研修を実施した。 
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また、定期的な職員倫理規程の読み合わせを行い、職員への意識喚起を図ると

ともに、児童に対しては「生活のしおり」を使って相談できる場所・窓口につい

て案内し、加えて自治会等や各寮の子ども会議でお互いの権利について話し合う

場を設け、子どもの安全・安心を守る取組の強化を行った。 

その他、事業団全体で行っているｅ－ラーニングによる虐待防止（総論）研修

や過去事例を通した注意喚起等を実施するほか、職員アンケートの結果を踏まえ

た意見交換を行うこと等により、サービスの質の確保、向上にも取り組んだ。 

また、「重大事故ゼロ運動」として、事故事例からの再発防止策の共有や、実際

の支援場面を想定したグループワーク研修等を行った。 

事 項 計画 実施回数等 内容等 

権利擁護委員会 ５回 ５回 

不適切な支援や利用者

虐待の防止等に向けた

取組 

サービス向上に向けた

取組 

権利擁護・虐待防

止に関する研修

受講率 

１００％ 

（全職員実施） 

１００％ 

（全職員実施） 

園で実施する権利擁護

や虐待防止に関する研

修に加えて、事業団共通

の虐待防止研修（ｅ－ラ

ーニング）も実施 

 

（２）アクションⅠ－② 利用者・児童等からの要望や苦情への適切な対応 

  ア 福祉サービス第三者評価の活用 

令和４年度の更なる改善が望まれる点 

ア 権利について、子どもの理解が深まるように、権利に関する知識と具体例

を学習する会、子どもとの話し合いの会などを実施していく。 

イ 園内研修の体系について、養護施設に必要な考え方や支援スキルの向上に

つながる成果が確認できる仕組みの更なる充実を期待したい。 

ウ 思春期の子ども達の意見表明の機会を充実させ、更なる改善につながるよ

う、丁寧な対応を引き続き重ねてほしい。 

令和４年度の指摘を受け、令和５年度は以下の取組を行った。 

（ア）児童自治会、性教育員会でのお話会、各寮の子ども会議等でお互いの権利

について話し合う場を設け、権利について意識できるよう促した。また、防

災訓練時等を活用し、園長から児童へ「権利」について話す機会を設けた。 

（イ）昨年度研修で学んだ専門的支援技術について園内で実践例を発表し合い、

支援方法の定着化を目指した。また、園内心理士が中心となり、ＴＩＣ（ト

ラウマインフォームドケア）の学習会を開き、支援者が受ける感情疲労の理
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論について理解を深めた。 

（ウ）自立支援計画作成時に生活力チェックシートの活用や『ペアレントトレー

ニング』の技法を活かし児童の意向把握に努めた。 

 

  また、令和５年度も福祉サービス第三者評価を受審し、評価項目における標準

項目の達成率１００％を達成した。 

事 項 （評価項目における標準項目の達成率） 

第三者評価による改善 計画１００％ 実績１００％ 

 

  イ 苦情解決制度の充実 

 例年は毎月１回相談日を設定し、３人の委員が持ち回りで来園し、児童からの

相談を受け、必要に応じて助言等を行っている。委員によっては、各寮で夕食を

共にするなど、相談しやすい環境を設定している。委員の簡単な紹介を入れた相

談日のお知らせ（ポスター）配布を行い、児童からの相談を受けやすくする取組

を行った。 

 令和５年度は苦情解決相談日を年間１２回実施した。また、苦情解決委員会は

１回の開催となっている。 

 園内のなんでも相談箱に入った相談は、施設長が適宜対応し、相談しやすいよ

うに努めた。 

第三者委員（人数・属性等） 計画回数 実施回数 

３人（弁護士・学識経験者） １２回 １２回 

 

  ウ 利用者満足度調査の実施 

入所児童３２人を対象にアンケートを実施し、３１人（９６．９％）から回答

を得た。学園生活について、「とても楽しい」「楽しい」との回答が１９％、「ふつ

う」３９％、「楽しくない」「あまり楽しくない」との回答が３２％、無回答１０％

であった。アンケートの記述で要望に挙がった遊具の購入・設置や行事開催につ

いては積極的に可能な範囲で対応した。調査結果のフィードバックは寮への提示

で返す取組を行った。  

実施内容（テーマ） 実施時期 

年度テーマ 「施設の設備」「生活のしやすさ」 １月 

 

（３）アクションⅠ－③ リスク管理の推進 

  ア 個人情報保護、情報セキュリティ対策の徹底 

「個人情報保護方針」「情報セキュリティ対策基準」について職員に周知を図る

とともに、当園における個人情報管理のルールや更新について、定期的に会議内
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で確認を行う機会を設けた。また個人情報の保管場所等事故の起こりやすい環境

をチェックし、適正管理の継続に取り組んだ。 

 

  イ リスクマネジメントの徹底 

ヒヤリ・ハットの集約と分析を行い、事故防止委員会において、検討事項を抽

出し、対応策等を検討した。ヒヤリ・ハットを提出する際は、連絡会２部での報

告、園全体で情報共有することにより再発防止に努めた。また、委員会の中で、

寮内の危険個所マップを新たに作成し、事故防止に努めた。 

「こころとからだ」についての新聞発行や性問題講習会により、児童の年齢に

応じた性教育を行った。 

事  項 計 画 実施回数等 内容・協力機関等 

事故防止委員会 ５回 ５回 

ヒヤリ・ハット事例の検討、事

故防止に関わる園内ルールの

確認等 

交通安全講習会 １回 １回 藤沢警察署警察官による講義 

救急救命講習会 １回 １回 外部研修にて対応 

自転車運転講習会 １回 １回 小学生対象 

 

ウ 感染症対策、新型コロナウイルス感染症対策の徹底 

新型コロナウイルス感染症対策について、基本的な感染予防対策を着実に行っ 

た。新型コロナウイルス感染症が５類になったことで陽性発生後の対応に変更は

あるが、消毒や換気等の取り組みを引き続き行い、職員全員の感染予防の意識を

確保できるようにした。また、陽性者が出た際は、感染症対応マニュアルになら

い、隔離対応しクラスターの発生を防いだ。 

学園行事や面会等の対応などは自治体の感染状況を確認し、臨機応変に対応し 

た。 

事  項 計 画 実施回数等 内容・協力機関等 

感染症予防研修 ２回 ２回 
感染症対策、食中毒対策、吐しゃ

物処理、アレルギー対応等 

 

（４）アクションⅠ－④ 利用者・児童の人生の選択肢を広げる支援 

 ア 家族再統合及び自立に向けた取組強化 

児童相談所と連携し、保護者との面会・外泊の設定、関係者会議の開催など、

円滑な親子再統合に向けた取組を行った。外泊中の児童宅への訪問を実施し、状

況把握に努めるなど、再統合へのきめ細かな支援を行った。 

 学習ボランティアの協力を得て行う小学生対象の学習会は、新型コロナウイル

ス感染症が５類になったことで、通常の開催に戻し、自立に向けて進路選択の幅
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を広げられるよう、学習進度に合わせた教材により、国語・算数の基礎学力の向

上と学習習慣の定着を図った。また、学習塾講師による中学生を対象とした園内

塾（週２回）を開催し、英語・数学を中心に授業理解促進を支援した。加えて夏

期講習や定期試験対策も取り入れ、高校進学に向けて学力の向上を図った。また、

自立支援担当者を中心に奨学金申し込みに係る情報収集、応募促進を行い、令和

５年度は１名の専門学校進学、１名の４年生大学進学に繋がった。 

＊ 家族再統合 

 計 画 実 績 

親子宿泊 

延１２０泊 延１０７泊 

対象児童１０人 
７人 

／対象児童１０人 

保護者との面会、外出 

延８０回 延５５回 

対象児童２０人 
１３人 

／対象児童２０人 

  ＊ 自立に向けた支援 

 計 画 実 績 

学習会等実施回数 

延８０回 延２３０回 

小学生対象 
１２人 

／対象児童１３人 

     

 計 画 実 績 

園内学習塾実施回数 

１人週あたり２回 １人週あたり週２回 

中学生対象 
８人 

／対象児童９人 

学習塾通塾児童 

３人 ０人 

対象児童１８人 

（小学校５年生以上） 
／対象児童２５人 

自活訓練等実施回数 

延８０日 延８０日 

対象児童８人 

（高校生対象） 

４人 

対象児童８人 

  

＊ 児童の進路決定率 

進路決定率 

（進路先内訳） 

７５％（高校３年生の児童数４人） 

（進路先内訳：大学、専門学校、職業訓練校） 
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 イ アフターケアの充実 

 自立支援コーディネーターと寮職員が連携し、電話や訪問により近況を把握す

るとともに、転職や健康等に関する助言を行った。支援の必要な卒園生に対して

は、家庭訪問の実施や関係機関への同行など、必要な支援につなげる取組を丁寧

に実施した。 

＊ 退所児童のアフターケア 

（対象児童：自立児童退所後１０年、家庭復帰児童退所後５年） 

 計 画 実 績 

実施人数 
５０人 

／対象児童５３人 

５０人 

／対象児童５６人 

対象児童うち、親等の連絡拒否、

児童の行方不明等により実施が困

難な児童数 

３人 ６人 

 

２ 支援技術の蓄積及びそれを活かした高度なケアの提供 

（１）アクションⅡ－① 高い専門性を発揮できる職員の育成 及び  

   アクションⅡ－④ 質の高い人材の確保・定着 

  ア 質の高い人材確保・定着対策の充実 

 事業所採用については、児童養護施設等体制強化事業を活用し、幅を広げた育

成支援に取り組んだ。実習生については、児童養護施設、事業団の事業運営に係

る説明を巡回指導の先生にも行うなど、採用に繋がるように取り組んだ。 

 

  イ ＯＪＴ推進体制の強化 

 新任職員と２年目職員に対し育成シートを作成し、育成支援を行い、２級職員

については、各委員会のリーダーや進行役に指名し、職務経験の拡大を図った。

また、チーフについては運営会議のメンバーに指名し、園事業に関わる全体的な

視点が持てるよう育成を図った。このような取組により組織として一体的なＯＪ

Ｔに努めた。 

 

  ウ 計画的・効果的な研修の実施 

職務課題に対応する園内研修の年度計画を作成し、計画的に実施している。 

外部研修は、コロナ禍の影響のためオンラインを中心に必要な研修を受講した。

地域の精神科医による来園支援を毎月行い、より効果的な相談の機会を確保した。 

令和３年度より外部専門家（心理）によるＳＶを受ける機会を設け、事例検討

会を中心に支援力向上を図る機会をつくっている。 
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研修内容（テーマ） 対象者 参加人数 実施時期 

新任職員研修 

ヒヤリハット研修 
採用１年目  延８人 ４月・６月 

「ＣＡＲＥ研修」 
１年目～ 

２年目 
延９人 ７月 

養護課題研修 

「 江 の っ 策 を 作 ろ

う！！」 

「江のっ策作成にむけ

て」 

全職員  延５３人 ６月・１０月 

マルトリートメント

（不適切な養育）防止

研修「育て・育ちを考え

る」 

全職員    ２３人 １月 

感染管理研修 全職員 延５１人 ５月・１１月 

困難事例検討会等 全職員  延３９人 
５月～１１月、 

１月～３月 

 

エ 外部専門家、外部医師等との連携 

精神科医、臨床心理士によるケース検討会を行うとともに、地域の精神科医の 

訪問を受け、助言を得ながら支援力の向上を図った。 

 

（２） アクションⅡ－② 東京の福祉の増進に寄与する先駆的取組の推進  

  ア 特別な支援が必要な児童の受入れ 

多くの被虐待ケースを受け入れるとともに、児童福祉法第２８条等による秘匿

の入所児童や発達障害の特性を有する児童、特別支援学級に通う児童など特別な

支援が必要な児童を受け入れ、関係機関と連携し、医療的・心理的ケア等、専門

的な支援を行った。  

       

    ＜参 考 令和６年３月１日現在＞ 

中学生・高校生の人数（割合） 全３２人中１８人、５６．３％ 

定期的に通院する児童の人数（割合） 全３２人中２１人、６５．６％ 
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    ＜参 考 令和５年６月１日現在＞  

服薬管理が必要な児童の人数（割合） 全２８人中１８人、６４．３％ 

 

イ 専門的な支援の充実 

新規入所児童に対しては丁寧なアセスメントを実施し、また、専門職を含めた

職員が連携して個々の児童の自立支援計画を立てるとともに、日常的に児童相談

所や学校等関係機関と連携し、きめ細かい支援を行った。 

 被虐待児や発達障害の特性ある児童個々が抱える課題に応じ、心理職員による

定期的なセラピーを実施するとともに、地域の精神科医の定期的な来訪（年１２

回）による相談支援など、個々の児童に対するメンタルケアの充実を図った。 

 ＊ 心理職員による利用者へのケア 

項 目 計 画 実 績 

個別面接 

延５００人 

（全３２人中２５人、 

７８．１％） 

延４８３人 

（全３３人中３１人、 

９３．９％） 

 

 ウ 家庭的な寮運営 

寮単位での外食や宿泊行事、また、クリスマス・ひな祭りなど季節ごとの行事

を実施したほか、寮での花・野菜の栽培、お菓子作りなど、家庭的な寮運営に取

り組んだ。 

入所児童が毎日の生活を安心して落ち着いた気持ちで過ごせるよう、老朽化箇

所の修繕を積極的に進めるとともに、各寮の共用部分の清掃、整理整頓を随時行

うなど、生活環境の整備に取り組んだ。 

また、個別外出の機会を設けたり、誕生日メニューの他、児童の希望を取り入

れた自主調理・出張調理を実施し、生活体験の充実を図った。  

 ＊ 自主調理・出張調理 

 計 画 実 績 

自主調理（寮で買い物、調理を実施） １２０回 ９８回 

出張調理（調理員が寮で調理） １８回 １５回 

    

 ＜参 考 令和６年３月１日現在＞ 

入所児童に占める個室利用児童の人数

（割合） 
全３２人中２２人、６８．８％ 
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（３）アクションⅡ－③ 先進的取組等により蓄積してきた支援技術を他団体へ普及   

次代を担う福祉人材を養成するため、大学・専門学校等の実習生を積極的に受け

入れた。また、大学ゼミ生の施設見学の受入れを行い、社会的養護への理解及び、

普及啓発に努めた。   

 

事  項 延計画人数 延実績人数 

保育士等実習生の受入れ ２６０人 ３２４人 

大学ゼミ生の施設見学等  ２０人 ２０人 

 

３ 施設機能を活用した地域等との連携 

（１）アクションⅢ－② 地域における子育て家庭等を支援 

ア 地域における公益的な取組 

地域と連携して行う行事である「しおかぜまつり」「子育て講演会」は新型コ

ロナウイルス感染症が５類になったことで通常の規模で開催、「夕涼み会」は時

期を延期し１２月に「町内お楽しみ会」として実施できた。 

市の地域公益事業推進法人協議会に参画しており、地域からの相談を受け付け

る「なんでも相談窓口」については、地域のコミュニティーソーシャルワーカー

と連携をとっている。 

サービス内容 対象者・実施回数・参加者数等 

地元町会と連携した学園を会場とす

る町内お楽しみ会 
町内会住民・１２月・３０名程度 

子育て講演会「子どもの力を引き出す

言葉がけ ３つの秘訣！」 

藤沢市片瀬地区住民・３月・４８名 

 

（２）アクションⅢ－③ 地域が求める役割を担い、地域と協働（コミュニティづくり

や災害対応等） 

  ア 多様な主体との連携 

（ア）地域関係機関との連携強化 

学園職員と学校教職員が参加する連絡会を小学校と１回、中学校と１回開 

 催した。日頃より学校との連絡を密にするとともに随時、情報の共有化、意 

 見交換を行った。また、学園長が小学校運営協議会に委員として参加した。

（運営協議会：年４回の出席）。 

 学園運営に関する情報提供及び意見交換を行うため、地域の青少年育成協

力会会長、地元町会長、主任児童委員等を構成員とする学園協議員との意見

交換会を５月に開催した。また、学園運営についての理解を得るよう、年３

回の広報誌の発行、随時のホームページ更新、スタッフブログの掲示など情
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報発信に努めた。 

（イ）ボランティア・ＮＰＯとの協力・連携 

  多くのボランティア等との連携により行っていた、学習指導、絵画、書道、

等の児童支援はコロナ禍により開催できなかったが、個別のボランティアに関

しては感染症対策を行い実施した。「しおかぜまつり」については、青少年育

成協力会、民生・児童委員のボランティア協力を得て開催した。 

ボランティア 
領域 ３領域 

内容 
学習支援、余暇活動、

園行事等 延人員 １７３人 

 

 イ 地域との連携・協力関係の強化 

（ア）青少年支援フォーラムが実施する地域パトロール（年１回）、青少年育成協 

  力会や防犯協会等が実施する合同パトロール（年２回）、地元自治会の防犯パ

   トロール（年８回）等に参加するとともに、小学校ボランティアとして登校

   時の通学路における声掛けと見守り（週１回）を行った。 

（イ）地元町会との間で締結している防災協定を継続し、災害等非常時における 

   相互協力体制の確保に努めている。 

（ウ）地域の子ども会主催のお楽しみ会で一部施設を開放した。 

内 容 対象者・実施回数・参加者数等 

しおかぜまつり 
退園生・片瀬地区青少年育成協力会・

地域民生委員・１１月・１８５名 

施設開放 １回 ３０名程度 

地域防犯パトロール 年１１回 

小学校「おはようボランティア」 毎週月曜日・年間３３回 

 

ウ 災害・防犯対策の取組強化 

 防災対策では、洪水時の避難確保計画を策定し、高台への避難訓練を実施した。

あわせて夜間時間帯に屋外への避難訓練を行うなど避難訓練内容の充実を図っ

た。また、災害発生に備え、備蓄食料の計画的な更新を実施した。 

防犯対策としては、地域の防犯対策ネットワークと連携し、不審者対策等地域

ぐるみの防犯の取り組みを進めるとともに、園内の施錠確認や不審者対応等につ

いて周知徹底を図った。 

事  項 計 画 実施回数等 内容・協力機関等 

防災訓練 １２回 １２回 火災・地震・津波避難訓練 

防災対策委員会 ２回 ２回 

防災対策委員会については運

営会議の場で合わせて実施し

ている（３月末までに２回実

施済）。 
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４ 運営体制の強化及び経営の透明性確保 

（１）アクションⅣ－② 自律的な経営実現のための自主財源の確保   

 必要な物品等の購入、修繕等については、必要性を考慮しながら優先順位をつけ

て適切な予算執行に努めた。業務しやすい環境を整備するため、事業団サーバーを

使用し、担当業務に当たる際に、効率よく対象にアクセスしやすい作業環境を整え

ることで、経験の浅い職員が安心して働くことの出来る環境を作った。 

 

（２）アクションⅣ－③ＩＣＴや次世代介護機器を活用した働きやすい職場環境の整備 

   業務上のオンライン会議や職員の研修受講、児童のオンライン授業が増えたため、

休止寮や学習室を開放するなど、園内スペースを有効活用した。 

   また、効率的な事務処理の推進として、押印回覧を減らし、端末での簡易チェッ

ク、食数のデジタル化等を取り入れペーパーレス化に取り組んでいる。 

 

（３）アクションⅣ－④ 魅力とやりがいにあふれる職場環境の実現 

ノー残業デーの設定や勤怠管理を行うとともに、業務終了後の速やかな退庁の声

をかけながら、超勤縮減に向けた職場風土つくりに努めている。年休取得状況も概

ね順調に取得できている。 

 

（４）アクションⅣ－⑤ コンプライアンスの推進 

ｅ－ラーニングによる悉皆研修を通じて、施設全体のガバナンス強化を行い、コ

ンプライアンスに係る意識の浸透を図った。 

コンプライアンス研修受講率 １００％ 
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